
月例経済報告の変遷

平　成　１５　年

１１月 １２月

基 調 判 断

　景気は、持ち直している。

　・設備投資は増加している。企業収益
　　は改善が続いている。
　・輸出は持ち直し基調にあり、生産は
　　持ち直している。
　・個人消費は、おおむね横ばいで推移
　　しているが、底堅さがみられる。
　・雇用情勢は、依然として厳しいもの
　　の、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、アメリカ経済等が回
復する中で、景気の上向きの動きが続くも
のと見込まれる。一方、今後の株価・為替
レートなどの動向には留意する必要があ
る。

　景気は、持ち直している。

　・設備投資は増加している。企業収益
　　は改善が続いている。
　・輸出は緩やかに増加しており、生産
　　は持ち直している。
　・個人消費は、おおむね横ばいで推移
　　しているが、底堅さがみられる。
　・雇用情勢は、依然として厳しいもの
　　の、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、アメリカ経済等が回
復する中で、景気の上向きの動きが続くも
のと見込まれる。一方、今後の株価・為替
レートなどの動向には留意する必要があ
る。

個 人 消 費
　おおむね横ばいで推移しているが、底固
さがみられる。

　おおむね横ばいで推移しているが、底固
さがみられる。

設 備 投 資 　増加している。 　増加している。

住 宅 建 設 　おおむね横ばいとなっている。 　おおむね横ばいとなっている。

公 共 投 資 　総じて低調に推移している。 　総じて低調に推移している。

輸 出 入
　輸出は、持ち直し基調にある。輸入は、
増加が緩やかになっている。

　輸出は、緩やかに増加している。輸入
は、横ばいとなっている。

国 際 収 支
　貿易・サービス収支の黒字は、横ばいと
なっている。

　貿易・サービス収支の黒字は、横ばいと
なっている。

鉱 工 業
生産・出荷・在庫

　生産は、持ち直している。 　生産は、持ち直している。

企 業 の
動 向

　企業収益は、改善が続いている。また、
企業の業況判断は、改善がみられる。

　企業収益は、改善が続いている。また、
企業の業況判断は、改善がみられる。

倒 産 件 数 　緩やかに減少している。 　減少している。

雇 用 情 勢
　完全失業率が高水準で推移するなど、依
然として厳しいものの、持ち直しの動きが
みられる。

　完全失業率が高水準で推移し、雇用者数
がこのところ弱含むなど、依然として厳し
いものの、持ち直しの動きがみられる。

政 策 態 度

　政府は、「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針2003」の早期具体化により、
構造改革の一層の強化を図る。
　政府は、日本銀行と一体となって、金
融・資本市場の安定及びデフレ克服を目指
し、引き続き強力かつ総合的な取組を行
う。

　政府は、「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針2003」の早期具体化により、
構造改革の一層の強化を図る。
また、12月５日、「改革断行予算」を継続
するとの方針を示した「平成16年度予算編
成の基本方針」を閣議決定した。
　政府は、12月１日、金融危機を未然に防
ぐため、足利銀行の特別危機管理を開始す
るとともに、同行が業務を行っている地域
の金融及び経済の安定に万全を期すことと
した。また、同行に対し、日本銀行は、業
務継続に必要な資金を供給する方針を決定
した。
　政府は、日本銀行と一体となって、金
融・資本市場の安定及びデフレ克服を目指
し、引き続き強力かつ総合的な取組を行
う。



平　成　１６　年

１月 ２月

基 調 判 断

　景気は、設備投資と輸出に支えられ、着
実に回復している。

　・輸出、生産ともに増加している。
　・企業収益は改善が続いている。設備
　　投資は増加している。
　・個人消費は、持ち直しの動きがみら
　　れる。
　・雇用情勢は、依然として厳しいもの
　　の、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、世界経済が回復する
中で、日本の景気回復が続くと見込まれ
る。一方、為替レートなどの動向には留意
する必要がある。

　景気は、設備投資と輸出に支えられ、着
実に回復している。

　・輸出、生産ともに増加している。
　・企業収益は改善が続いている。設備
　　投資は増加している。
　・個人消費は、持ち直しの動きがみら
　　れる。
　・雇用情勢は、依然として厳しいもの
　　の、持ち直しの動きがみられる。

　先行きについては、世界経済が回復する
中で、日本の景気回復が続くと見込まれ
る。一方、為替レートなどの動向には留意
する必要がある。

個 人 消 費 　持ち直しの動きがみられる。 　持ち直しの動きがみられる。

設 備 投 資 　増加している。 　増加している。

住 宅 建 設 　おおむね横ばいとなっている。 　おおむね横ばいとなっている。

公 共 投 資 　総じて低調に推移している。 　総じて低調に推移している。

輸 出 入
　輸出は、増加している。輸入は、横ばい
となっている。

　輸出は、増加している。輸入は、横ばい
となっている。

国 際 収 支
　貿易・サービス収支の黒字は、横ばいと
なっている。

　貿易・サービス収支の黒字は、横ばいと
なっている。

鉱 工 業
生産・出荷・在庫

　生産は、増加している。 　生産は、増加している。

企 業 の
動 向

　企業収益は、改善が続いている。また、
企業の業況判断は、改善がみられる。

　企業収益は、改善が続いている。また、
企業の業況判断は、改善がみられる。

倒 産 件 数 　減少している。
　これまで減少が続いてきたが、このとこ
ろ横ばいとなっている。

雇 用 情 勢
　完全失業率が高水準で推移し、雇用者数
がこのところ弱含むなど、依然として厳し
いものの、持ち直しの動きがみられる。

　完全失業率が高水準で推移するなど、依
然として厳しいものの、持ち直しの動きが
みられる。

政 策 態 度

　政府は、「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針2003」の早期具体化により、
構造改革の一層の強化を図る。１月19日
に、「平成16年度の経済見通しと経済財政
運営の基本的態度」及び「構造改革と経済
財政の中期展望－2003年度改定」を閣議決
定し、平成16年度予算案を国会に提出し
た。
　政府は、日本銀行と一体となって、金
融・資本市場の安定及びデフレ克服を目指
し、引き続き強力かつ総合的な取組を行
う。

　政府は、、「経済財政運営と構造改革に
関する基本方針2003」の早期具体化によ
り、構造改革の一層の強化を図る。構造改
革を推進する中で、平成16年度予算及び関
連法案の早期成立に努める。
　日本銀行は、１月20日、日本銀行当座預
金残高の目標値を引き上げ、30～35兆円程
度とすること等を決定した。政府は、日本
銀行と一体となって、金融・資本市場の安
定及びデフレ克服を目指し、引き続き強力
かつ総合的な取組を行う。

注）下線部は、先月から変更された部分。



○平成１５年１０～１２月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）

・ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比）
2003年10～12月期の実質ＧＤＰ（国内総生産，1995年基準）の成長率は、1.7％（年率 7.0％）
となった。また、名目ＧＤＰの成長率は 0.7％（年率 2.6％）となった。

・２００３暦年のＧＤＰ
2003暦年の実質ＧＤＰ成長率は、2.7％となった（名目ＧＤＰ成長率は 0.2％）。

ＧＤＰ成長率の推移
（四半期）
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○平成１６年度の政府経済見通し（主要経済指標）

平成14年度 平成15年度 平成16年度

(F.Y.2002) (F.Y.2003) (F.Y.2004)

（実績） （実績見込み） （見通し）

兆円 兆円程度 兆円程度 ％ ％ ％程度 ％程度 ％程度 ％程度

（名目） （名目） （名目） （名目） （実質） （名目） （実質） （名目） （実質）

国内総生産 497.6 497.9 500.6 ▲ 0.7 1.2 0.1 2.0 0.5 1.8

　民間最終消費支出 284.5 282.5 283.1 ▲ 0.2 1.0 ▲ 0.7 0.6 0.2 1.1

　民間住宅 17.9 17.8 17.8 ▲ 3.3 ▲ 2.1 ▲ 0.5 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.1

　民間企業設備 71.6 74.1 76.8 ▲ 5.8 ▲ 3.3 3.5 8.7 3.7 7.2

　民間在庫品増加　( )内は寄与度 0.0 0.8 1.2 (0.3) (0.4) (0.2) (0.2) (0.1) (0.1)

　政府支出 117.4 114.7 113.0 ▲ 1.3 0.1 ▲ 2.3 ▲ 1.4 ▲ 1.5 ▲ 1.2

　　政府最終消費支出 87.4 87.8 89.4 0.5 2.1 0.4 1.4 1.8 2.2

　　公的固定資本形成 30.0 26.9 23.6 ▲ 6.3 ▲ 5.0 ▲ 10.4 ▲ 9.1 ▲ 12.2 ▲ 11.4

　財貨・サービスの輸出 56.7 59.2 62.3 8.4 12.0 4.5 7.2 5.1 5.5

　（控除）財貨・サービスの輸入 50.5 51.2 53.6 4.3 5.5 1.4 3.9 4.8 5.2

　内需寄与度 ▲ 1.1 0.4 ▲ 0.3 1.5 0.4 1.6

　　民需寄与度 ▲ 0.8 0.4 0.2 1.9 0.8 1.9

　　公需寄与度 ▲ 0.3 0.0 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.3

　外需寄与度 0.5 0.8 0.4 0.5 0.1 0.2

国民所得 362.9 363.8 365.7 ▲ 1.3 0.2 0.5

　雇用者報酬 264.7 264.2 264.9 ▲ 2.6 ▲ 0.2 0.3

　財産所得 7.6 7.2 6.8 ▲ 5.1 ▲ 5.4 ▲ 5.9

　企業所得 90.5 92.3 94.1 3.1 2.0 1.8

労働・雇用 万人 万人程度 万人程度

　労働力人口 6,677 6,665 6,655 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.1

　就業者総数 6,318 6,315 6,315 ▲ 1.1 ▲ 0.1 ▲ 0.0

　雇用者総数 5,329 5,335 5,345 ▲ 0.5 0.1 0.2

％ ％程度 ％程度

5.4 5.2 5.1

生産 ％ ％程度 ％程度

　鉱工業生産指数・増減率 2.8 2.9 4.1

物価 ％ ％程度 ％程度

　国内企業物価指数・騰落率 ▲ 1.6 ▲ 0.7 ▲ 0.4

　消費者物価指数・騰落率 ▲ 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.2

国際収支 兆円 兆円程度 兆円程度

　貿易・サービス収支 6.4 8.3 8.6

　　貿易収支 11.6 12.1 13.5

　　　輸出 50.1 52.0 54.6 8.5 3.7 5.2

　　　輸入 38.5 39.9 41.1 3.6 3.5 3.0

　経常収支 13.4 15.8 16.2

％ ％程度 ％程度

2.7 3.2 3.2

(注)主要な前提は以下のとおりである。なお、これらの前提は、作業のための想定であって、

　　政府としての予測あるいは見通しを示すものではない。

平成14年度 平成15年度 平成16年度

世界ＧＤＰ（日本を除く） 2.6% 2.8% 3.8%

円相場（円／ドル） 121.9 113.6 109.2

原油価格（ドル／バレル） 27.4 28.5 28.3

（備考）

１．世界ＧＤＰ（日本を除く）は、国際機関等の経済見通しを基に算出。

２．円相場は、平成15年11月1日～11月30日の１か月間の平均値（109.2円）で以後一定と想定。

３．原油価格は、平成15年9月1日～11月30日の３か月間のスポット価格の平均値に運賃、保険料を付加して以後一定と想定（28.3ドル）。

資料：内閣府「平成16年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成16年1月19日閣議決定）」

対前年度比増減率

平成14年度

(F.Y.2002) (F.Y.2004)

平成15年度 平成16年度

　完全失業率

　経常収支対名目ＧＤＰ比

(F.Y.2003)

％ ％程度

％程度 ％程度 ％程度

％程度



○民間調査機関の経済見通し（平成１５年１１月現在）  
ＧＤＰ成長率予測

平成１５年度
（2003年度）

平成１６年度
（2004年度）

実質 名目 実質 名目

野村総合研究所 2.9 0.3 2.2 ▲ 0.3

日本総合研究所 2.9 0.3 2.0 ▲ 0.4

大和総研 2.7 0.2 2.8 0.9

ＢＮＰパリバ 2.7 0.1 2.8 0.2

みずほ総合研究所 2.7 ▲ 0.1 2.3 0.3

日本経済研究センター 2.6 ▲ 0.2 1.9 ▲ 0.3

ニッセイ基礎研究所 2.6 ▲ 0.1 1.8 ▲ 0.7

富国生命保険 2.6 ▲ 0.2 1.6 ▲ 0.3

ＵＦＪ総合研究所 2.6 ▲ 0.4 1.3 ▲ 0.3

住友生命総合研究所 2.5 0.3 2.4 0.3

農林中金総合研究所 2.5 0.1 2.0 0.5

第一生命経済研究所 2.5 0.0 1.8 ▲ 0.1

三菱証券 2.5 0.1 1.5 ▲ 0.2

三菱総合研究所 2.4 0.0 1.4 ▲ 0.4

注）単位％、▲は減少、－は未発表等。

○日銀の経済見通し（平成１５年１１月４日発表）
２００３年度 ２００４年度

実質ＧＤＰ　大勢見通し 2.3 ～ 2.6 2.3 ～ 2.6

< 2.4 > < 2.5 >

　　〃　　　全員見通し 2.3 ～ 2.7 2.0 ～ 2.8

注１）「大勢見通し」は各政策委員の見通しのうち、最大値と最小値を
　　　１個ずつ除いて、幅で示したものである。
　２）対前年度比増減率、単位％、▲は減少。なお、＜＞内は政策委員大
　　　勢見通しの中央値。

○内閣府（経済財政諮問会議）の経済見通し（平成１５年１月２０日発表）

2002
年度
2003
年度
2004
年度
2005
年度
2006
年度
2007
年度
2010
年度

基礎年金国庫負担割合1/3の場合

実質経済成長率 0.9 0.6 0.9 1.3 1.5 1.6 1.9

名目経済成長率 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.5 1.5 2.2 2.6 3.2

基礎年金国庫負担割合1/2の場合

実質経済成長率 0.9 0.6 0.9 1.3 1.5 1.6 1.9

名目経済成長率 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.8 1.8 2.2 2.6 3.3

注）経済財政諮問会議における「改革と展望－2002年度改訂」の審議のための参考として
　　内閣府が作成した試算値である。



１　経済成長率
（季調済前期比、％）

平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

平成14年
(2002)
10－12月

平成15年
(2003)
１－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月

実質ＧＤＰ ▲ 0.4 2.7 ▲ 0.1 0.6 0.8 0.6 1.7
名目ＧＤＰ ▲ 1.5 0.2 ▲ 0.7 ▲ 0.4 0.6 0.3 0.7

資料出所：内閣府「月例経済報告」

２　個人消費
　　個人消費は、持ち直しの動きがみられる。

（前年同期（月）比、上段は季調済前期（月）比）

平成14暦年
(2002)

平成15暦年
(2003)

平成15年
(2003)
４－６月 ７－９月 10－12月

平成15年
(2003)
１０月 １１月 １２月

平成16年
(2004)
１月

消費総合指数 P ▲ 0.2 P 0.0 P 1.0 P 0.7 P ▲ 0.6 P ▲ 0.2
（実　　質） P 0.1 P ▲ 0.7 P 1.1 P 1.4 P 1.0 P 0.9
家 計 調 査

1.9 ▲ 0.3 P ▲ 0.6 ▲ 1.2 P ▲ 0.1 P ▲ 2.6
▲ 0.3 ▲ 1.6 P 0.2 ▲ 0.8 P 0.7 P 0.4

実質消費支出 0.3 ▲ 0.4 P 0.1 ▲ 2.0 P 0.5 P ▲ 2.4
(除く自動車、住居、仕送り金等) ▲ 0.4 ▲ 1.8 P 0.0 ▲ 0.4 P 0.0 P 0.2
平均消費性向（季調値） 73.1 P 74.0 73.2 73.4 P 73.6 71.6 P 71.3 P 77.8

全国百貨店販売額
（店舗調整後）

▲ 2.1 ▲ 2.6 ▲ 3.3 ▲ 2.9 ▲ 2.3 0.6 ▲ 4.1 ▲ 3.0

チェーンストア販売額
（店舗調整後）

▲ 2.1 P ▲ 3.2 ▲ 3.2 ▲ 4.5 P ▲ 3.2 0.6 ▲ 5.7 P ▲ 4.1

コンビニエンスストア販売額
（店舗調整後）

▲ 1.9 ▲ 2.3 ▲ 2.2 ▲ 4.0 ▲ 1.5 ▲ 1.8 ▲ 0.8 ▲ 1.9

新車新規登録・届出台数 ▲ 5.5 1.2 ▲ 0.2 2.1 ▲ 8.9 5.6 P 9.6
（乗用車・軽を含む） ▲ 5.3 ▲ 4.1 ▲ 3.6 0.7 ▲ 9.0 ▲ 1.9 P 4.6
家電販売額 ▲ 8.5 ▲ 1.7 ▲ 3.7 ▲ 1.5 P 0.7 3.0 ▲ 1.4 P 0.6
旅行業者取扱金額
（ 国　内 ） ▲ 2.1 P ▲ 1.3 ▲ 2.7 1.3 P 2.1 2.2 1.8 P 2.2
（ 国　外 ） 0.1 P ▲ 23.9 ▲ 55.7 ▲ 31.8 P ▲ 9.8 ▲ 11.9 ▲ 14.9 P ▲ 2.4

資料出所：内閣府「月例経済報告」

1.0 P 0.3

0.6 P ▲ 0.7

実質消費支出

0.0 ▲ 1.7

P ▲ 0.80.3



３　民間設備投資
　　設備投資は、増加している。

（前年同期比、上段は季調済前期比、％）
四半期ＧＤＰ速報
（１次ＱＥ）

平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

平成15年
１－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月
2.3 4.4 ▲ 0.2 5.1
4.2 10.8 8.9 12.4
0.0 3.1 ▲ 1.1 3.2
▲ 0.5 5.1 2.7 5.6

（前年同期（月）比、上段は季調済前期（月）比、％）
平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

平成15年
１－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月

平成15年
９月 １０月 １１月 １２月

資本財出荷指数 1.3 ▲ 2.9 2.9 6.8 3.5 5.3 ▲ 2.7 1.1
（除く輸送機械） 1.1 0.4 ▲ 0.2 7.4 2.0 8.4 3.2 10.7

▲ 14.2 - 4.2 ▲ 7.9 3.2 - - - - -
　機械受注（船舶・電力 5.8 3.4 ▲ 2.9 11.3 ▲ 1.6 17.4 ▲ 7.8 8.1
　除く民需）（注２） 10.4 9.7 5.2 18.2 0.6 23.1 13.4 18.4
建築着工工事予定額 ▲ 8.6 7.9 ▲ 2.5 7.1 ▲ 3.2 5.2 ▲ 7.5 18.3
（民間非居住用） ▲ 7.0 ▲ 2.4 3.5 3.0 2.7 ▲ 10.2 ▲ 3.3 27.1

（注１）資本財国内向け出荷の年度伸び率は内閣府試算による。（注２）機械受注の16年1－3月期見通し（12月時点調査）は、前期比 ▲0.2％（前年同期比 11.4％）。
（注３）建築着工工事予定額（民間非居住用）は、建築着工統計調査報告（国土交通省）を元に内閣府で試算したものである。

主要機関の設備投資アンケート調査結果 （前年度比伸び率、％）
機　 関 　名 日本経済新聞社 内閣府
調査対象企業 上場、店頭公開、主要未上場企業 資本金１億円以上
年　　　　度 14年度 15年度 14年度 15年度 14年度 15年度 14年度 15年度 14年度 15年度
全　産　業 ▲ 13.6 5.2 ▲ 2.9 0.5 ▲ 10.3 4.9 ▲ 9.3 4.5 ▲ 8.5 1.2
（除く電力） ▲ 12.7 6.3 ▲ 3.0 ▲ 0.2 - 6.3 ▲ 7.7 4.8 ▲ 7.0 1.5
製　造　業 ▲ 17.4 11.1 ▲ 4.0 ▲ 1.7 ▲ 16.2 16.2 ▲ 9.6 7.4 ▲ 19.2 4.0
非 製 造 業 ▲ 11.1 1.6 ▲ 2.5 1.2 ▲ 7.5 0.2 ▲ 9.1 1.3 ▲ 3.3 0.1
（除く電力） ▲ 8.8 2.8 ▲ 2.7 0.3 - 1.2 - 1.0 ▲ 0.3 0.4
電　力 ▲ 19.1 ▲ 2.8 13.9 62.1 ▲ 19.7 ▲ 4.1 ▲ 20.2 2.2 ▲ 24.6 ▲ 3.0

調　査　時　点 15年11月 15年12月
発　表　時　期 15年11月 16年 2月
回　答　社　数 1,930 4,510

（注）１．日銀はソフトウェア投資を除く。日銀の電力は電気・ガス。回答社数は対象会社数。大企業は従業員1,000人以上、中小企業は卸売99～20人、
　　　　　小売・サービス49～20人、その他299～50人。２．日経新聞の調査は海外で行う設備投資も含む。
資料出所：内閣府「月例経済報告」

名　目

国内向け総供給（注１）

1,356 4,227
15年12月

大企業 中小企業

15年12月

日本銀行

▲ 11.4 2.1

▲ 8.3 ▲ 0.5

▲ 12.0 10.7

2,966
15年 9月

日本政策投資銀行

15年 8月

資本金10億円以上

実　質 ▲ 7.1 8.8

▲ 8.9 3.0



４　雇用情勢
　　雇用情勢は、完全失業率が高水準で推移するなど、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。

          （前年比は原数値、( )内は季調値）

平成13年度
(F.Y.2001)

平成14年度
(F.Y.2002)

平成15年
７－９月 10－12月

平成15年
１０月 １１月 １２月

完全失業率  ＊ （％） 5.2 5.4 ( 5.2 ) ( 5.1 ) ( 5.2 ) ( 5.2 ) ( 4.9 )
完全失業者数　総数 （万人） 348 360 ( 345 ) ( 337 ) ( 345 ) ( 344 ) ( 322 )
うち非自発的な離職による者 119 153 ( 149 ) ( 137 ) ( 148 ) ( 136 ) ( 127 )
うち自発的な離職による者 117 115 ( 108 ) ( 114 ) ( 117 ) ( 117 ) ( 108 )
雇用者数 （万人） 5,354 5,329 ( 5,341 ) ( 5,332 ) ( 5,307 ) ( 5,327 ) ( 5,362 )

（前期比、％） ( ▲ 0.1 ) ( ▲ 0.2 ) ( ▲ 0.2 ) ( 0.4 ) ( 0.7 )
（前年比、％） ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.1 0.2 0.7

新規求人数 （前期比、％） ( 5.1 ) ( 6.9 ) ( ▲ 0.4 ) ( ▲ 3.6 ) ( 10.5 )
                             （前年比、％） 12.2 16.0 15.9 12.1 20.7
有効求人数 （前期比、％） ( 4.1 ) ( 8.2 ) ( 2.9 ) ( 1.8 ) ( 4.3 )

（前年比、％） 11.5 16.9 15.4 16.2 19.3
有効求人倍率＊ （倍） 0.56 0.56 0.64 0.74 0.70 0.74 0.78
求人広告掲載件数 （前年比、％） 3.3 1.2 ▲ 2.6 4.9 4.8 4.1 6.0
所定外労働時間 （前期比、％） ( 1.3 ) ( 1.9 ) ( 1.8 ) ( ▲ 0.6 ) ( 0.8 )
（残業時間等） （前年比、％） 3.6 4.7 5.1 4.0 5.0
製造業 （前期比、％） ( 2.4 ) ( 3.1 ) ( 2.3 ) ( 0.9 ) ( 0.5 )

（前年比、％） 7.1 8.3 8.9 8.1 7.9
現金給与総額 （前期比、％） ( ▲ 3.4 ) ( 0.9 ) ( 0.4 ) ( ▲ 0.5 ) ( ▲ 6.5 )
（１人当たり・名目）（前年比、％） ▲ 1.2 ▲ 0.8 ▲ 0.2 0.0 ▲ 1.5
実質賃金 （前期比、％） ( ▲ 3.2 ) ( 1.2 ) ( 0.7 ) ( ▲ 0.5 ) ( ▲ 6.7 )

（前年比、％） ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.6 ▲ 1.0
定期給与（名目） （前期比、％） ( 0.0 ) ( ▲ 0.1 ) ( ▲ 0.4 ) ( 0.2 ) ( 0.0 )

（前年比、％） 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.1
（備考）１．現金給与総額、実質賃金および所定外労働時間は事業所規模５人以上。 資料出所：内閣府「月例経済報告」

        ２．＊は季節調整値。３．求人広告掲載件数は（社）全国求人情報誌協会資料より。

15歳以上の労働力人口における就業者数 （単位：万人）

平成13年度
(F.Y.2001)

平成14年度
(F.Y.2002)

平成15年
７－９月 10－12月

平成15年
１０月 １１月 １２月

就　業　者　数 6,389 6,318 6,362 6,322 6,337 6,323 6,307
前年（同月）差 ▲ 64 ▲ 71 ▲ 4 ▲ 9 ▲ 18 ▲ 23 16

資料出所：総務省「労働力調査」

▲ 0.9 ▲ 0.8

▲ 0.3 ▲ 0.5

▲ 1.6 ▲ 2.1

▲ 10.5 11.0

▲ 0.3 ▲ 1.4

▲ 5.5 3.2

▲ 3.7 5.6

▲ 3.5 2.6



５　金　融
　　為替レートは、対米ドルで円高となった。株価は、おおむね１万円台（日経平均株価）で推移している。

（％、ポイント、円）

平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

平成15年
４－６月 ７－９月 10－12月

平成15年
１１月 １２月

平成16年
１月

コールレート
（無担保翌日物）

0.002 0.001 0.001 0.013 0.001 0.001 0.001 0.001 2/17 0.001

ユーロ円TIBOR
（３か月物）

0.09 0.09 0.08 0.09 0.09 0.08 0.09 0.08 2/17 0.08

国債流通利回り 0.88 1.33 0.70 1.42 1.33 1.33 1.33 1.33 2/18 1.27
東証株価指数（TOPIX） 843 1,043 903 1,018 1,043 999 1,043 1,047 2/18 1,052
日経平均株価   （円） 8,578 10,676 9,083 10,219 10,676 10,100 10,676 10,783 10,676
円相場（対米ドル） 119.9 107.10 119.85 111.20 107.10 109.50 107.10 105.97 2/17 105.67
（注）１．年度、四半期、月末とも各期末の数値
　　　２．国債流通利回りは、10年物残存期間最長期銘柄の公社債店頭基準気配（14年8月6日より、公社債店頭売買参考統計値）
　　　３．円相場（対米ドル）は、インターバンク直物中心相場

当面の金融政策運営について
・日本銀行当座預金残高が30～35兆円となるよう金融市場調節を行う。なお、資金需要が急激に増大するなど金融市場が
　不安定化するおそれがある場合には、上記目標にかかわらず、一層潤沢な資金供給を行う。（2004年1月20日）

　(前年同期（月）比、上段は季調済前期比年率、％、億円）

平成14年
(2002)

平成15年
(2003)

平成15年
４－６月 ７－９月 10－12月

平成15年
１１月 １２月

平成16年
１月

マネーサプライ
1.7 3.3 0.1 2.0 ▲ 4.5 3.8
1.6 1.8 1.5 1.6 1.5 1.6

（広義流動性） 1.6 1.1 0.2 1.2 1.3 1.4 1.4 1.4
33.9 14.0 2.9 3.5 ▲ 31.2 28.3
16.1 20.6 16.7 16.7 13.2 13.6

▲ 5.1 ▲ 5.1 ▲ 5.1
▲ 1.9 ▲ 1.9 ▲ 1.9

83,307 85,375 31,386 16,419 18,248 5,350 6,068 2,080
（注１）貸出動向は５業態（都市銀行、長期信用銀行、信託銀行、地方銀行、第二地方銀行）合計の月中平均残高。また、暦年の数値は内閣府推計。
　　　下段は貸出債権流動化・償却要因等を調整した後の計数。
（注２）普通社債発行額は国内発行分であり、外貨建て国内普通社債及び資産担保型社債を含む。

資料出所：内閣府「月例経済報告」

（Ｍ2＋ＣＤ）

マネタリーベース

貸出動向 ▲ 5.0▲ 4.6

3.3 1.7

▲ 5.0

25.7

普通社債発行額（億円）

16.4

▲ 4.8 ▲ 4.8


